［様式Ⅰ‐１‐(1)］
令和６年　　月　　日
（あて先）
京　都　市　長　
指　定　管　理　者　指　定　申　請　書
　京都市公の施設の指定管理者の指定の手続等に関する条例第３条及び京都市勧業館指定管理者募集要項に基づき、指定管理者の指定について、以下のとおり申請します。
記
	（ふりがな）
申請団体の名称
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	（ふりがな）
代表者名
	　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	（ふりがな）
主たる事務所の所在地
	

	申請する施設の名称
	　京都市勧業館


［様式Ⅰ‐１‐(2)］
令和６年　　月　　日
指定管理者指定申請者連絡先
	申請団体の名称
	

	主たる事務所の所在地
	

	主たる事務所の連絡先
	電話番号
	

	
	FAX番号
	

	
	電子メールアドレス
	

	主たる事務所における

担当者名
	

	申

請

に

係
る

連

絡

先


	事務所の所在地
	〒



	
	連絡先
	電話番号
	

	
	
	ＦＡＸ番号
	

	
	
	電子メールアドレス
	

	
	担当者名
	

	緊

急

連

絡

先
	担当者名
	

	
	電話番号
	


※１　申請に係る事務所が主たる事務所と同一の場合は、記入は不要。
※２　担当者名については、複数名記入するとともに、ふりがなを振ること。（緊急連絡先を除く。）
※３　緊急連絡先については、常時必ず連絡がとれる担当者名及び電話番号を記入すること。

［様式Ⅰ‐２‐⑺］

Ⅰ　申請者の概要・財務状況等（京都市内の企業への発注状況）

⑴　令和３年度

	種　　別
	金額（円）
	割合（％）
	内　　訳

	
	
	
	発注内容
	発注先
	金額（千円）

	京都市内の

企業への発注
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	京都市外の

企業への発注
	
	
	
	
	


	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	１００
	
	
	


⑵　令和４年度
	種　　別
	金額（円）
	割合（％）
	内　　訳

	
	
	
	発注内容
	発注先
	金額（千円）

	京都市内の

企業への発注
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	京都市外の

企業への発注
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	１００
	
	
	


⑶　令和５年度

	種　　別
	金額（円）
	割合（％）
	内　　訳

	
	
	
	発注内容
	発注先
	金額（千円）

	京都市内の

企業への発注
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	京都市外の

企業への発注
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	その他
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合　計
	
	１００
	
	
	


　　　　
　　　　
　　　　＜様式記入に当たっての注意事項＞

※　物品・サービス等の調達、委託など全発注案件が対象となる。

　　　　※　金額欄には、種別ごとの該当案件に係る発注金額の合計額を記載すること。

　　　　※　割合欄には、金額欄に記載した金額が、全種別の合計額に占める割合(％）を記載すること。

　　　　※　内訳欄には、物品・サービス等の金額が大きいものから上位５案件について記載すること。

　　　　例）○○購入、○○業務委託
［様式Ⅲ‐１‐⑴］

Ⅲ　事業運営に関する計画（施設運営）
	１‐⑴　管理運営の基本方針

	

	１‐⑵　利用率向上策

	

	

	１‐⑶　施設の維持管理

	


※　記載欄が不足する場合等については、別紙（任意様式）により記載すること。
［様式Ⅲ‐２‐⑴］

Ⅲ　事業運営に関する計画（施設の管理・運営）
	２‐⑴　職員配置の考え方

	

	２‐⑵　人材確保・育成の考え方

	

	２‐⑶　職員の労働条件　①就業規則（案）②雇用契約書（案）を任意の様式で添付すること。

	２‐⑷　サービスの質の確保

	

	２‐⑸　再委託する業務の内容、業者の選定方法

	

	２‐⑹　情報管理

	


· 記載欄が不足する場合等については、別紙（任意様式）により記載すること。
［様式Ⅲ‐２‐⑵］
	２‐⑺　危機管理

	

	２‐⑻　大規模災害等発生時の対応と施設として果たす役割

	

	２‐⑼　社会的責任の遂行

	


· 記載欄が不足する場合等については、別紙（任意様式）により記載すること。
［様式Ⅲ‐３‐⑴］
Ⅲ　事業運営に関する計画（京都伝統産業ミュージアムの管理・運営）

	３‐⑴　職員配置の考え方

	

	３‐⑵　人材確保・育成の考え方

	

	３‐⑶　職員の労働条件　①就業規則（案）②雇用契約書（案）を任意の様式で添付すること。


※　記載欄が不足する場合等については、別紙（任意様式）により記載すること。
［様式Ⅲ‐３‐⑵］
	３‐⑷　来館者増加策

	


※　記載欄が不足する場合等については、別紙（任意様式）により記載すること。
［様式Ⅲ‐３‐⑶］
	３‐⑸　伝統産業振興策

	


※　記載欄が不足する場合等については、別紙（任意様式）により記載すること。
［様式Ⅲ－４］
Ⅲ　事業運営に関する計画（自主事業の計画）

	


※　記載欄が不足する場合等については、別紙（任意様式）により記載すること。

［様式Ⅲ－５］

Ⅲ　事業運営に関する計画（地域との連携）
	


※　記載欄が不足する場合等については、別紙（任意様式）により記載すること。

［様式Ⅲ‐６］

Ⅲ　事業運営に関する計画（その他の取組）

	


※　記載欄が不足する場合等については、別紙（任意様式）により記載すること。

［様式Ⅳ‐１］

Ⅳ　経営に関する計画（中長期的な経営方針）
　　経営方針・経費節減の考え方を記載すること。
	


※　記載欄が不足する場合等については、別紙（任意様式）により記載すること。

［様式Ⅳ‐２‐⑴］

Ⅳ　経営に関する計画（事業収支計画表）
　

⑴　第７年度

ア　収入

［単位：円］

	費　　目
	金　　額
	内　　訳

	利用料金収入
	
	

	観覧料等収入
	
	

	指定管理者の行う事業の収入
	
	

	自主事業の収入
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


　　　　※　利用料金収入は、施設単位（第１展示場、大会議室、駐車場　等）ごとに記入し、内訳欄には、予定している利用料金額と利用件数を記入すること。
　　　　※　観覧料等収入は、観覧料及び特別観覧料の合計を記入し、それぞれの内訳を記入すること。
　　　　※　指定管理者の行う事業の収入は事業ごとに記入し、収入内訳を記入すること。
イ　支出

［単位：円］

	費　　目
	金　　額
	概　　要

	人件費
	
	

	光熱水費
	
	

	消耗品費
	
	

	通信費
	
	

	使用料及び賃借料
	
	

	備品購入費
	
	

	納付金
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


※　費目名は例であり、必要に応じて変更又は追記を行うこと。

※　概要欄には、当該費目において使用する内容の内訳を記入すること。

［様式Ⅳ‐２‐⑵］

Ⅳ　経営に関する計画（事業収支計画表）

⑵　第８年度

ア　収入

［単位：円］

	費　　目
	金　　額
	内　　訳

	利用料金収入
	
	

	観覧料等収入
	
	

	指定管理者の行う事業の収入
	
	

	自主事業の収入
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


　　　　※　利用料金収入は、施設単位（第１展示場、大会議室、駐車場　等）ごとに記入し、内訳欄には、予定している利用料金額と利用件数を記入すること。
　　　　※　観覧料等収入は、観覧料及び特別観覧料の合計を記入し、それぞれの内訳を記入すること。
　　　　※　指定管理者の行う事業の収入は事業ごとに記入し、収入内訳を記入すること。

イ　支出

［単位：円］

	費　　目
	金　　額
	概　　要

	人件費
	
	

	光熱水費
	
	

	消耗品費
	
	

	通信費
	
	

	使用料及び賃借料
	
	

	備品購入費
	
	

	納付金
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


※　費目名は例であり、必要に応じて変更又は追記を行うこと。

※　概要欄には、当該費目において使用する内容の内訳を記入すること。
［様式Ⅳ‐２‐⑶］

Ⅳ　経営に関する計画（事業収支計画表）

　

⑶　第９年度

ア　収入

［単位：円］

	費　　目
	金　　額
	内　　訳

	利用料金収入
	
	

	観覧料等収入
	
	

	指定管理者の行う事業の収入
	
	

	自主事業の収入
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


　　　　※　利用料金収入は、施設単位（第１展示場、大会議室、駐車場　等）ごとに記入し、内訳欄には、予定している利用料金額と利用件数を記入すること。
　　　　※　観覧料等収入は、観覧料及び特別観覧料の合計を記入し、それぞれの内訳を記入すること。
　　　　※　指定管理者の行う事業の収入は事業ごとに記入し、収入内訳を記入すること。

イ　支出

［単位：円］

	費　　目
	金　　額
	概　　要

	人件費
	
	

	光熱水費
	
	

	消耗品費
	
	

	通信費
	
	

	使用料及び賃借料
	
	

	備品購入費
	
	

	納付金
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


※　費目名は例であり、必要に応じて変更又は追記を行うこと。

※　概要欄には、当該費目において使用する内容の内訳を記入すること。
［様式Ⅳ‐２‐⑷］

Ⅳ　経営に関する計画（事業収支計画表）

　
⑷　第１０年度

ア　収入

［単位：円］

	費　　目
	金　　額
	内　　訳

	利用料金収入
	
	

	観覧料等収入
	
	

	指定管理者の行う事業の収入
	
	

	自主事業の収入
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


　　　　※　利用料金収入は、施設単位（第１展示場、大会議室、駐車場　等）ごとに記入し、内訳欄には、予定している利用料金額と利用件数を記入すること。
　　　　※　観覧料等収入は、観覧料及び特別観覧料の合計を記入し、それぞれの内訳を記入すること。
　　　　※　指定管理者の行う事業の収入は事業ごとに記入し、収入内訳を記入すること。

イ　支出

［単位：円］

	費　　目
	金　　額
	概　　要

	人件費
	
	

	光熱水費
	
	

	消耗品費
	
	

	通信費
	
	

	使用料及び賃借料
	
	

	備品購入費
	
	

	納付金
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	
	
	

	合　計
	
	


※　費目名は例であり、必要に応じて変更又は追記を行うこと。

※　概要欄には、当該費目において使用する内容の内訳を記入すること。
［様式Ⅳ‐３］

Ⅳ　経営に関する計画（納付額の提案）
	


※　記載欄が不足する場合等については、別紙（任意様式）により記載
（京都市公の施設の指定管理者申請用）

水道料金・下水道使用料納付証明請求書

　　　年　　　月　　　日請求

（あて先）京都市公営企業管理者上下水道局長

（京都市上下水道局総務部　　　　営業所）

請求者　住　所

　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　

京都市公の施設の指定管理者申請に使用するため、下記の水道料金、下水道使用料の納付証明を請求します。

	検針区
	使用者コード
	水栓番号
	使　用　者　名

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


（注）検針区、使用者コード、水栓番号及び使用者名の欄は、領収書又は水道使用水量のお知らせに記載されている内容を正確に記入してください。

水道料金・下水道使用料納付証明書
上記の使用者について、水道料金、下水道使用料の未納額はありません。

　　　年　　　月　　　日

京都市公営企業管理者上下水道局長　㊞

京都市公の施設の指定管理者申請用

水道料金・下水道使用料納付証明書の請求について

　京都市公の施設の指定管理者申請（以下「管理者申請」といいます。）における、本市の水道料金・下水道使用料に係る納付証明書（以下「納付証明書」といいます。）の請求については、この手引きをお読みいただき、別紙の「水道料金・下水道使用料納付証明請求書（京都市公の施設の指定管理者申請用）」（以下「証明請求書」といいます。）に必要事項を記入のうえ、証明手数料（１件３５０円）持参のうえ、納付証明書の発行窓口へ請求してください（郵送では受付できません。）。

１　納付証明書の提出が必要となる者

　　京都市に水道の使用者名義を有する者（管理者申請をする者が法人の場合にあっては法人名義のもの、個人の場合にあっては代表者名義のもの）

　　なお、管理者申請をする者が、京都市内に、事務所又は事業所等（以下「事務所等」といいます。）を有しない場合や、テナント・ビル、マンション等に設置されているため、直接に水道の使用者名義のある事務所等を有しない場合（家主に支払う賃借料（共益費）に水道料金等が含まれている場合など）には、納付証明書の提出は必要がありません。

２　対象になる事務所、事業所等

　　京都市内に所在する事務所等で、水道の使用者名義が申請対象になっているもの

　　なお、京都市内に複数の事務所等を有する場合は、すべての事務所等について納付証明書の提出が必要になります。ただし、工事現場等における臨時栓については、対象になりません。

３　証明請求書の記入に際しての注意事項

　(1) 「あて先」の欄には、請求する営業所名（所管地域の営業所名：別添「京都市上下水道局営業所等一覧」参照）を記入してください。納付証明書の請求先営業所が複数におよぶ場合には請求先営業所ごとに作成し、それぞれの請求先営業所で証明を受けてください。

(2) 「請求者」の欄には、請求者の所在地、名称及び代表者名（個人の場合にあっては、住所及び氏名）を記入してください。

(3) 「検針区」、「使用者コード」、「水栓番号」及び「使用者名」の欄には、領収証※又は水道使用水量のお知らせに記載されている内容を正確に記入してください。
　※　領収証の使用場所下部に記載のものが使用者名となります。
４　納付証明書の請求先

　(1) 納付証明書の請求は請求先営業所で行うようにしてください。他の担当営業所での証明はできませんので、ご注意ください。
　(2) 複数の営業所で証明を受ける必要が生じた際には、京都市上下水道局お客さま窓口サービスコーナーにて一括で請求することができます。ただし、請求書は請求先営業所ごとに作成してください。
　　　なお、窓口サービスコーナーで証明請求を行った際には、当日に発行することができないため、後日受け取りに行っていただくことになりますのでご了承ください。
５　その他

　(1) 受付期間の後半は、窓口が混雑することがありますので、お早めに請求してください。

　(2) 納付証明請求書の用紙が２通以上必要となる場合は、コピーして使用してください。

京 都 市 上 下 水 道 局 営 業 所 等 一 覧

	担 当 地 域
	検針区の

１桁目
	営 業 所 名
	所　在　地
	電話番号

	東山区・山科区

伏見区の醍醐支所管内
	１
	東部営業所
	山科区椥辻西浦町1番地の11
（八反畑バス停西入ル）
	592-3058

	北区・上京区
中京区・左京区
	２・３
５
	北部営業所
	左京区高野竹屋町4番地の1
（川端北大路東入ル上ル）
	722-7700

	右京区・西京区
	０・４
	西部営業所
	右京区太秦安井一町田町14（右京区役所を東へ約200ｍ）
	841-9184

	下京区・南区
伏見区（醍醐支所管内を除く）
	６・７
８
	南部営業所
	伏見区鷹匠町33
（伏見区役所西向かい）
	605-2011


○　複数の営業所で証明を受ける必要が生じた際には、京都市上下水道局お客さま窓口サービスコーナーにて一括で請求することができます。ただし、請求書は請求先営業所ごとに作成してください。
　　なお、窓口サービスコーナーで証明請求を行った際には、当日に発行することができないため、後日受け取りに行っていただくことになりますのでご了承ください。
	名　　　　称
	所　　在　　地
	電　話　番　号

	上下水道局お客さま窓口

サービスコーナー
	南区上鳥羽鉾立町１１番地３
	６７２－７７７０


様 式 Ａ





別添








